
平成 24 年２月 15 日 

金 融 庁 

証券取引等監視委員会 

適格機関投資家等特例業者に対する対応を強化！ 

【違法なファンド業者にご注意ください！】 

１．適格機関投資家等特例業者とは 

通常、ファンド業務（ファンドの運用や販売勧誘）を行う場合には、金融商品取引法の厳格な登録が

必要ですが、一定の要件を満たすことにより、簡易な届出のみで、ファンド業務が行える業者（適格機

関投資家等特例業者（「届出業者」））です。 

◎ 以下の顧客を相手に業務を行うことが要件 

○ 適格機関投資家（いわゆるプロ投資家）１名以上 

○ それ以外の者（いわゆる一般投資家）49 名以下 

２．投資者被害について 

最近、悪質な届出業者が販売・運用するファンドによる投資者被害が多発しています。 

（主な被害事例） 

● 適格機関投資家（プロ投資家）の出資が行われていない。 

● 50 名以上の一般投資家から出資を集めている。 

● 出資金を運用資産以外に流用している。 

● 無登録業者に対して販売・運用の業務委託をしている。 

３．対応の強化 

金融庁・証券取引等監視委員会・財務局等はこうした投資者被害に対応すべく、届出業者に対する

これまでの取組みを一層強化します！ 

（１）内閣府令の改正（平成 24 年４月１日施行） 

○ 要件確認の徹底 

・ 法令の要件を確認するため、届出書記載事項に適格機関投資家の名称等の記載を義務付

け。  

○ 実体確認の徹底 

・ 届出業者の実体を確認するため、届出業者の本人確認資料（登記簿謄本等）の届出書へ

の添付を義務付け。  

（２）監督指針の改正（平成 24 年４月１日実施（一部、公表日より段階的に実施）） 

○ 届出受理時等のチェック項目を追加 

・ 適格機関投資家が投資事業有限責任組合である場合には、実体の有無や組成手続の適

法性を確認します。  

・ 届け出られた適格機関投資家の実体を確認するために登記事項証明書等の提示を求める

ことがあります。  

・ 届出業者が法人の場合は、代表者の住民票の抄本等の提示を求めることがあります。  
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・ 届出書に形式的不備や届出内容の疑義等が認められる場合は、詳細な内容をお尋ねする

ことがあります。  

・ 適格機関投資家が届出業者から、ほとんど実態のない業務に対する対価として報酬を受け

取る等により、実際には適格機関投資家として出資していないと評価し得るような状況にな

っていないか確認します。  

○ 警告の範囲を拡大 

・ 虚偽告知や損失補てん行為のほかに、資金流用など投資者保護上問題のある行為に対し

ても警告を行うこととします。  

○ 警告した届出業者の公表状況を拡充 

・ 届出業者の名称、所在地のほかに、届出業者の代表取締役又はそれに相当する者の氏名

を公表します。  

○ 問題のある届出業者は一般の届出業者リストから削除し、問題のある届出業者のリストを作

成し公表 

（３）立入検査等、裁判所への禁止命令等の申立ての実施

証券取引等監視委員会及び財務局等は、届出業者に対する立入検査等を実施し、その法令

遵守状況を検証した上、問題点があれば指摘を行い、また、重大な金融商品取引法違反行為に

ついては、同法第 192 条第１項の規定に基づく裁判所への違反行為の禁止又は停止命令の申

立てを実施していきます。 

悪質な届出業者に対し、捜査当局等と連携して、厳正に対処します！ 

４．以上の取組みを実施しますが、以下の注意も必要です。 

「金融庁（財務局等）に届出を行い営業しております」などとあたかも金融庁（財務局等）公認

の事業であるかのように強調するファンド業者がいます。 

届出を受理したことをもって、金融庁（財務局等）がファンド業者の信頼性を保証するものではあ

りません。  

適格機関投資家（いわゆるプロ投資家）が投資することをもって、ファンドの信頼性が保証される

ものではありません。  

投資経験の乏しい者（高齢者を中心）に販売されているケースが見られます。 

「今から紹介するファンド（匿名組合）に投資すれば必ず儲かる、（持分権利を）何倍もの価格で買

い取る」と勧誘し、投資をすると、その後連絡が取れなくなる業者がおり、劇場型勧誘によるトラブル

が目立っています。 



届出業者の行為規制は虚偽告知、損失補てんの禁止のみとなっており、少しでも不明な点があ

れば、取り合わない・出資しないという姿勢が必要です。  

届出業者のファンドについては、基本的にプロ投資家を相手に販売・運用が行われるものとして

簡素な規制となっており、一般投資家を念頭においた規制となっておりません。  

● 届出業者からファンドへの出資の勧誘等を受けた場合でも、その業者の信用力を慎重に見極め

るとともに、契約書をよく読み、取引内容を十分に理解したうえで、投資を行うかどうかの判断をす

ることが重要です。 

● 届出業者の扱うファンドは、原則、公認会計士の監査が義務づけられていないため、運用開始後

は、自ら運用の内容を確認することが重要です。 

【情報の受付窓口】 

○ 金融庁金融サービス利用者相談室：０５７０－０１６８１１ 

※ ＩＰ電話・ＰＨＳからは０３－５２５１－６８１１におかけください。 

ＦＡＸ：０３－３５０６－６６９９ 

インターネットによる情報の受付 

金融庁金融サービス利用者相談室 

・北海道財務局 :０１１－７０９－２３１１ ・東北財務局 : ０２２－２６３－１１１１ 

・関東財務局 :０４８－６００－１１１１ ・北陸財務局 : ０７６－２９２－７８５５

・東海財務局 :０５２－９５１－９６２０ ・近畿財務局 : ０６－６９４９－６２５９

・中国財務局 :０８２－２２１－９２２１ ・四国財務局 : ０８７－８３１－２１３１

・九州財務局 :０９６－３５３－６３５１ ・福岡財務支局 : ０９２－４１１－７２８１

・沖縄総合事務局:０９８－８６６－００９５

○ 証券取引等監視委員会 情報受付窓口 

証券取引等監視委員会事務局 市場分析審査課 情報処理係 

直通：０３－３５８１－９９０９ 

ＦＡＸ：０３－５２５１－２１３６ 

インターネットによる情報受付窓口 

証券取引等監視委員会情報受付窓口 



「プロ向けファンド」届出業者の相談件数等 

○「プロ向けファンド」届出業者の相談件数 （国民生活センター）

（出典） 国民生活センター「投資経験の乏しい者に『プロ向けファンド』を販売する業者に

ご注意！－高齢者を中心にトラブルが増加、劇場型勧誘も見られる－ 」 

○ 問題があると認められた「プロ向けファンド」届出業者 

   2012年度 2013年度 

金融庁から警告書が発出された 

「プロ向けファンド」届出業者 
２２ ２９ 

うち無登録によるもの ３ １８ 

うち虚偽告知等によるもの ２０ １２ 

（注１） 金融庁及び証券取引等監視委員会のウェブサイトを基に作成。 

（注２）  金融庁から警告書が発出された「プロ向けファンド」届出業者の合計と内書きの和は、

業者の重複があるため一致しない。 

（業者数）




